
【様式第1号】

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 107,676,756   固定負債 50,040,546

    有形固定資産 103,523,828     地方債等 33,004,952

      事業用資産 40,114,424     長期未払金 -

        土地 18,501,071     退職手当引当金 3,097,222

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 7,396     その他 13,938,372

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 5,175,159

        建物 58,261,184     １年内償還予定地方債等 4,177,422

        建物減価償却累計額 -37,834,494     未払金 377,550

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,766,380     前受金 -

        工作物減価償却累計額 -600,413     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 372,265

        船舶 -     預り金 247,922

        船舶減価償却累計額 -     その他 -

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 55,215,705

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 110,161,067

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -48,812,699

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 13,300

      インフラ資産 63,103,456

        土地 6,505,532

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,817,509

        建物減価償却累計額 -791,685

        建物減損損失累計額 -

        工作物 108,089,318

        工作物減価償却累計額 -54,293,390

        工作物減損損失累計額 -

        その他 4,522,152

        その他減価償却累計額 -2,964,906

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 218,927

      物品 1,040,801

      物品減価償却累計額 -734,854

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,629,592

      ソフトウェア 12,197

      その他 1,617,395

    投資その他の資産 2,523,337

      投資及び出資金 50,983

        有価証券 -

        出資金 50,983

        その他 -

      長期延滞債権 492,744

      長期貸付金 3,125

      基金 1,304,307

        減債基金 -

        その他 1,304,307

      その他 903,473

      徴収不能引当金 -231,295

  流動資産 8,887,317

    現金預金 5,787,366

    未収金 680,853

    短期貸付金 -

    基金 2,484,311

      財政調整基金 1,671,443

      減債基金 812,868

    棚卸資産 6,435

    その他 -

    徴収不能引当金 -71,648

  繰延資産 - 純資産合計 61,348,368

資産合計 116,564,073 負債及び純資産合計 116,564,073

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）



【様式第2号】

（単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 39,282,677

    業務費用 15,837,553

      人件費 5,854,091

        職員給与費 4,534,103

        賞与等引当金繰入額 367,469

        退職手当引当金繰入額 344,051

        その他 608,468

      物件費等 9,030,948

        物件費 4,628,260

        維持補修費 256,150

        減価償却費 3,649,965

        その他 496,573

      その他の業務費用 952,514

        支払利息 389,978

        徴収不能引当金繰入額 40,735

        その他 521,802

    移転費用 23,445,124

      補助金等 8,622,413

      社会保障給付 14,773,682

      その他 42,946

  経常収益 7,732,345

    使用料及び手数料 3,038,311

    その他 4,694,034

純経常行政コスト 31,550,332

  臨時損失 8,551

    災害復旧事業費 7,955

    資産除売却損 0

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 596

  臨時利益 19,000

    資産売却益 18,954

    その他 46

純行政コスト 31,539,883



【様式第3号】

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 58,498,482 109,753,385 -51,254,903 -

  純行政コスト（△） -31,539,883 -31,539,883 -

  財源 34,386,101 34,386,101 -

    税収等 18,220,801 18,220,801 -

    国県等補助金 16,165,301 16,165,301 -

  本年度差額 2,846,218 2,846,218 -

  固定資産等の変動（内部変動） 407,682 -407,682

    有形固定資産等の増加 3,634,032 -3,655,973

    有形固定資産等の減少 -3,694,775 3,754,354

    貸付金・基金等の増加 1,804,557 -1,842,196

    貸付金・基金等の減少 -1,336,132 1,336,132

  資産評価差額 - -

  無償所管換等 0 0

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 3,668 - 3,668

  本年度純資産変動額 2,849,886 407,682 2,442,204 -

本年度末純資産残高 61,348,368 110,161,067 -48,812,699 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計



【様式第4号】

（単位：千円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 35,553,777

    業務費用支出 12,028,270

      人件費支出 5,783,120

      物件費等支出 5,369,300

      支払利息支出 389,978

      その他の支出 485,872

    移転費用支出 23,525,507

      補助金等支出 8,622,413

      社会保障給付支出 14,773,702

      その他の支出 123,709

  業務収入 40,729,331

    税収等収入 18,082,139

    国県等補助金収入 15,519,109

    使用料及び手数料収入 3,069,362

    その他の収入 4,058,720

  臨時支出 8,551

    災害復旧事業費支出 7,955

    その他の支出 596

  臨時収入 5,597

業務活動収支 5,172,600

【投資活動収支】

  投資活動支出 4,777,516

    公共施設等整備費支出 3,548,689

    基金積立金支出 1,225,287

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 3,540

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,633,554

    国県等補助金収入 747,573

    基金取崩収入 807,431

    貸付金元金回収収入 3,680

    資産売却収入 75,270

    その他の収入 -400

投資活動収支 -3,143,962

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,300,806

    地方債等償還支出 4,300,806

    その他の支出 -

  財務活動収入 3,509,286

    地方債等発行収入 3,266,299

    その他の収入 242,987

財務活動収支 -791,520

本年度資金収支額 1,237,118

前年度末資金残高 4,500,798

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 5,737,916

前年度末歳計外現金残高 59,300

本年度歳計外現金増減額 -9,850

本年度末歳計外現金残高 49,450

本年度末現金預金残高 5,787,366



重要な会計方針

          １．有形固定資産等の評価基準及び評価方法

　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則として再調達価額としています。

　　ただし、開始後については、原則として取得価額とし再調達は行わないこととしています。

   　　また、物品については原則として取得価額または見積価格が50万円（美術品・骨董品は300万円）以上の場合に計上しています。

          ２．有価証券等の評価基準及び評価方法

 　　①出資金のうち、市場価格があるもの

　　　　会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。

 　　②出資金のうち、市場価格がないもの

        　　　　出資金額をもって貸借対照表価額としています。

　　　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしてい

　　　　ます。

         　　　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。

          ３．有形固定資産等の減価償却の方法

　　定額法により算定しています。

         

          

          ４．引当金の計上基準及び算定方法

          　　①徴収不能引当金

      　　　　長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能に備えるため、徴収不能引当金を計上しています。

          　　②賞与等引当金

　　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当等について、それぞれ会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

          　　③退職手当引当金

      　　　　期末自己都合要支給額を計上しています。

         　　 

５．リース取引の処理方法

　　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には

         　　　　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。）。

          ６．資金収支計算書における資金の範囲

     　　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。

         　　　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。

          ７．その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

 　　　　消費税等の会計処理は、税込方式としています。ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 

８．その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　連結対象団体（会計）間の繰入繰出額及び債権債務額等を相殺消去した金額で表示しています。

重要な会計方針の変更

　　　　該当する変更はありません。

重要な後発事象

　　　　該当する事象はありません。

偶発債務

　　　　該当する債務はありません。

追加情報

（１）連結対象団体（会計）

　団体(会計)名　　　　　　　　　　　　　　　区分                        連結の方法      比例連結割合

　水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　地方公営企業会計            全部連結        －

　下水道事業会計                            地方公営企業会計            全部連結        －

　国民健康保険特別会計　　　　　　　　　　　地方公営事業会計            全部連結        －

　介護保険特別会計                          地方公営事業会計            全部連結        －

　介護保険特別会計（介護サービス）　　　　　地方公営事業会計            全部連結        －

　後期高齢者医療特別会計                    地方公営事業会計            全部連結        －

 ①地方公営企業（事業）会計は、すべて全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間

　 地方自治法235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

  もって会計年度末の計数としています。

　 なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、

  現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

（３）表示単位未満の取扱い

　千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。

注　記


